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維持管理業務のプロセス

・点検の目的
・笹子トンネル（上り線）天井板の過去の点検経緯

中日本高速道路株式会社

資料２



点検の目的
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①建設から管理の流れおよび点検の目的
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■高速道路点検の目的

維持管理段階においては、高速道路の安全・安心を確保するため、道路（トンネル、橋などの構
造物）の状態の把握が必要です。

ＮＥＸＣＯ中日本では、約2,000kmにわたる高速道路を維持管理しています。そのため、様々な種
類の点検によって道路の状態を把握し、補修計画の立案・実施などに活用しています。

具体的な点検の役割は、以下の２点です。

■高速道路における建設から維持管理の流れ

(１) 安全な道路交通を確保するとともに、第三者に対する被害を未然に防止するため、道路構
造物の変状を早期に発見し、迅速かつ適切な対応を行うこと。

保全点検要領 構造物編 平成２４年４月 中日本高速道路㈱より抜粋

(２) 長期的に構造物を良好な状態に保つための維持管理計画等策定に向け、構造物の変状
を含めた現状を的確に把握し、変状の進行状況や健全性の評価を行うこと。



② 高速道路の構造物の劣化の兆候

高速道路の構造物は劣化すると
コンクリート橋、トンネルなどのコンクリート構造物では、ひび割れ、浮き、遊離石灰など

鋼橋、標識柱などの鋼構造物では、錆（錆汁）、ひび割れ、ゆがみなど

という兆候が見られます。

錆の発生 ひび割れの発生

遊離石灰の発生浮き、はく離の発生
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③ 点検の種類
(1)初期点検（開通前に１回）

構造物の完成後の初期状況を把握するもの

(2)日常点検（4～7回／２週）

構造物の変状発生状況などを日常的に把握するもの

(3)定期点検

構造物の変状発生状況を定期的に把握するもの

(a)基本点検（1回以上／年）

遠望または近接目視等により構造物の全般的な状況を定期的に把握するもの

(b)詳細点検（１回／５～10年※）

近接目視・打音のほか、必要に応じて非破壊検査機器などを活用し、構造物の状態を把握

するもの

(4)臨時点検（必要の都度）

異常気象時などに、必要に応じて構造物の状況を把握するもの
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『近接目視：構造物の状況について可能な限り検査路や足場などを利用して、構造物に近接または双眼鏡
にて目視により点検する方法である。』

【保全点検要領 構造物編 平成２４年４月 中日本高速道路㈱より抜粋】

※安全な道路交通または第三者に対し支障となる恐れのある箇所は、1回／5年を
標準頻度とする



④ 定期（詳細）点検から補修までの流れ
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保全・ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 支社保全点検業務子会社 工事会社等

点検全体計画の策定

定期点検の実施

点検実施者による評価・判定

点検結果の記録・整理

年間の点検結果（全体）

監督員等の判断（変状状況の確認・対策方法を決定）

①速やかな対策が望ましいもの、監督員等への報告

点検ﾃﾞｰﾀ、対策記録等の確認・整理

対 策
（補修工事）

調査・
応急対策

必要に応じ
実施

点検実施計画書の作成

補修計画の立案

点検実施計画書の審査

（必要に応じ、調査・応急補修後の）再判定

点検計画の立案
調整

報告

中日本ハイウェイ・エンジニアリング東京㈱
中日本ハイウェイ・エンジニアリング名古屋㈱

補修計画の立案
調整

①以外

点検結果の確認（適宜実施）

※本社は、緊急事象等の際に関与する。

①

報告

※



笹子トンネル（上り線）天井板の
過去の点検経緯

中日本高速道路株式会社

6



7

① ２０００年以降の点検経緯

出典：第３回トンネル天井板の落下事故に関する調査・検討委員会への当社提出資料



≪※１ ２００８年度 臨時点検への変更経緯≫

◎当初計画（3月） ⇒ 定期点検として笹子トンネル天井板上の近接目視点検を計画

◎変更（5月以降） ⇒ 当初計画した天井板上の点検を2009年度実施する計画に変更

臨時点検として『老朽化により危険なシグナルが出ていると思われる全個所（笹子TNはトンネル内

装タイルのみが対象）の点検を実施』

【背景】 2007～2008年度にかけ、構造物からの落下事故（東名；橋梁床版下面コンクリート片落下、伊勢道；橋梁視線誘導標落下、中央

道；ジョイント下面錆落下、北陸道；トンネルタイル落下等）や第三者被害の生じる落下等が連続して発生したため、緊急安全点検を

実施（安全点検の追加を優先）
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② 点検の経緯と計画の変更経緯

当初計画（２００９年度）の事業内容

事業内容 ：トンネル天井板の撤去、トンネル内装板の取替え、

トンネル照明方式の改善（LED、プロビームなど）、換気方式の変更（横流式⇒縦流式）、

受配電方式の変更（特高受電⇒高圧受電）、トンネル諸設備の老朽化更新 など

事業期間 ：約１年【うち通行止め 上り線：約５カ月 下り線：約５カ月（通行止期間中は片側を対面通行）】

見直し計画（２０１１年度）の事業内容

上り線：ジェットファン設置による換気方式の見直し及び設備の老朽化更新（天井板は、一部を先行的に撤去）

下り線：ジェットファン設置による換気方式の見直し及び設備の老朽化更新（ジェットファンは黒野田トンネルに設置

を想定）

<笹子トンネルリフレッシュ計画>

出典：第３回トンネル天井板の落下事故に関する調査・検討委員会への当社提出資料



実施計画書
【当初】

実施計画書の変更
【変更】

笹子トンネルは、天井板については第三者剥
離を主な点検項目として、全長にわたりトンネ
ル点検者による近接目視（必要に応じて打音）
を実施する。また、全長にわたり内装板や手す
りの近接目視点検も行う。天井板裏は、主に天
井板吊り金具について簡易足場を用いて触手
又は近接目視点検を実施する

【実施予定時期】
天井板上部 平成24年12月に実施予定

天井板下部 平成24年7月～8月の間に実施予定

笹子トンネルは、天井板については第三者剥
離を主な点検項目として、全長にわたりトンネ
ル点検者による近接目視（必要に応じて打音）
を実施する。また、全長にわたり内装板や手す
りの近接目視点検も行う。天井板裏は、主に天
井板吊り金具について天井板上を徒歩にて目
視及び打診により実施する

【実施予定時期の変更】
天井板上部 平成24年9月中旬～10月上旬の間に実施
天井板下部 平成24年7月に一部実施

平成24年9月中旬～10月上旬の間に実施

本社事務連絡
（Ｈ２４．７．２０）

「第三者被害が想定され
る道路構造物等に対する
安全確認作業について」
（付属物点検をＨ２４～Ｈ２
５年度の２年間で実施す
る）

※笹子トンネルに関しても、第三者被害が想定さ
れる箇所（道路空間）を最優先し、天井板裏は、点
検の全体計画の中で、変更している。

※ＪＲ交差部など第三者被害
が想定される箇所の点検を最
優先とし、点検の全体計画を見
直し

Ｈ２４．６．２７ ：実施計画書の提出

Ｈ２４．９．１８～
１０．３

笹子Ｔｎ天井板上部の点検
を実施
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② 点検の経緯と計画の変更経緯
≪※２ ２０１２年度 定期点検計画の変更経緯≫

出典：第３回トンネル天井板の落下事故に関する調査・検討委員会への当社提出資料
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本社事務連絡 「第三者被害が想定される道路構造物等に対する安全確認作業について」

② 点検の経緯と計画の変更経緯

出典：第３回トンネル天井板の落下事故に関する調査・検討委員会への当社提出資料



｢企業風土・文化｣｢業務プロセス｣
について

平成２５年３月２６日

資料３



（１） 企業風土・文化

① 安全に関する認識

2
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【企業ビジョン】

経営理念、経営方針

経営理念
私たちの役割

私たちは、常に変革と向上を求め、安全・安心・快適で、時代をリードする高速道路空間を創出し、地域社
会の発展と暮らしの向上、日本経済全体の活性化、そして世界の持続可能な成長に貢献します。

私たちの基本姿勢
私たちは「より良い会社でより強い会社」をめざすことにより、私たちの役割を果たします。
その方向付けとして、以下の『6つの基本姿勢』を掲げます。

１．お客さまを第一にする
２．社会の信頼を獲得する
３．革新的であり続ける
４．環境を重視する
５．現場に立って考え行動する
６．チームワークを大切にする

経営方針
5ヵ年を通じた経営基本方針

『世界一の高速道路会社をめざして』
～すべてのステークホルダーの皆さまに感動と満足を～
～飛躍へのたゆまぬ挑戦～

2012年度の経営方針
「世界一の高速道路会社」に向けた施策の確実な実行
期待を超える感動のお届けと揺るぎない信頼の獲得
新たな領域への果敢な挑戦

出典：経営計画２０１２ チャレンジⅤ



ヷＫＰＩは、当社の掲げる企業ビジョンを達成するための具体的施策の進捗度を数値化し、達成度を「見え
る化」し全社共有することで、適時適切な施策対応をしていくことを目的として２０１１年度経営計画か
ら導入。

ヷ全てのステヸクホルダヸへの対応を考慮し、５つの大きなカテゴリ（お客さま、社会的責任、拡大ヷ成長ヷ
技術、組織ヷ人材、生産性）毎にＫＰＩを設定。
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【企業ビジョン】

安全に関するＫＰＩ（Key Performance Indicator）等

＜ＫＰＩの内訳（全２４件）＞

カテゴリ サブカテゴリ 主な項目 数 比率

お客さま 安全ヷ安心 通行止め時間、死亡事故率 ２ 約８%

快適ヷ感動 ＣＳ調査値、感動指数 等 ３ 約１２%

社会的責任 環境、地域連携等 ＣＯ２排出量、社会貢献活動件数 等 ３ 約１２%

拡大成長ヷ技術 関連、新規事業等 ＳＡ店舗総売上高、パテント出願件数 等 ６ 約２５%

組織ヷ人材 イノベヸション等 イノベヸションポスト提案件数、女性管理職数 等 ５ 約２１%

生産性 生産性等 Ｋｍ当たり管理費、総労働時間 等 ５ 約２１%

ヷＫＰＩ以外にも経営計画の中でアウトカム指標を公表。アウトカム指標は、事業の効果や成果（アウトカム）
を定量的に把握することにより、効率的ヷ効果的に事業を運営するために（独）日本高速道路保有ヷ返済
機構との協定により2006年度から導入。安全ヷ安心に係る指標として以下を設定。

「安全ヷ安心」 アウトカム指標 （３件）

ヷ死傷事故率 ヷ橋梁修繕率 ヷ舗装保全率
※ アウトカム指標では上記以外に快適性ヷ定時性に係る３指標も公表
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「安全」の定義（案）

安全性向上有識者委員会でご議論頂く「安全」の定義とは

⇒「お客さま」及び「高速道路周辺の人々」への危険性が、許容可能な
水準に抑えられている状態。※１

お客さま
高速道路周辺

の人々

自然災害に
起因するリスク

道路構造物に
起因するリスク

休憩施設に
起因するリスク

交通事故に
起因するリスク

※１：参考)JIS Z 8115 安全：人への危害又は資（機）材の損傷の危険性が、許容可能な水準に抑えられている状態

安心とは※２

安全の確保に関わる組織と人々
（お客さま）との間に信頼感が醸
成される状態。

※２：参考)「安全・安心な社会の構築に資する科学技
術政策に関する懇談会」報告書

文部科学省
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会議種別
開催頻度
（原則）

出席者 会議における主な事例

取締役会 １回/月

取締役・監査役 業務執行状況報告（３か月に１度）として、保全・サービス事業本部から取り組みを報告。

◆主な内容：緊急安全点検の実施状況、交通安全対策（ハード・ソフト）

経営会議 １回/月

取締役・常勤監査役・
執行役員・支社長

ＫＰＩ月次報告において、安全・安心への取り組みについて報告。また、災害発生時や事故発
生時には、重点的な対策方法を経営陣で情報共有し、議論を行っている。

◆主な内容：ETCﾚｰﾝにおける事故防止のための安全対策

ETCﾚｰﾝでの料金収受業務等における労働災害防止対策
緊急安全点検の進捗状況
社内委員会活動状況報告【老朽化対策委員会】
ETCﾚｰﾝ安全通路設置状況
「百年道路」計画の今後の進め方
東名阪道災害復旧の概要
「東日本大震災」を踏まえた更なる危機管理検証
公表KPIの実績管理総括表

グループ戦
略会議

３回/年

取締役・常勤監査役・
執行役員・支社長・本
社全部長・グループ
会社社長

３回/年。経営計画の策定、達成状況を報告。安全については「百年道路」計画の施策進捗状
況、ＫＰＩ等を用いて保全・サービス事業本部からグループ全体に報告。

◆主な内容：緊急安全点検の実施状況

保全・サービス事業部門施策と事業貹管理

【経営者の安全に関する認識】

取締役会等における「安全」に関する議論
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経営会議
（ＣＳＲ戦略会議）

ＣＳＲ懇談会

ＣＳＲ推進委員会

ＣＳＲ・環境部会

リスクマネジメント部会委員長： 企画本部長

委員：取締役、執行役員、支社長

【目的】

ＣＳＲの推進方針・活動方針やＣＳＲ
報告書に関することなど、グループとし
てのＣＳＲに関して、経営幹部が審議・
報告する場

ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄについては、部会からの
報告を踏まえ、経営幹部で議論を行う
場として活用

座長：奥野 信宏（中京大学総合政策学部教授）

委員：外部有識者６名

【目的】

有識者の方から、グループのＣＳＲ活動につい
て大局的な観点からご意見を頂戴する場

部会長： 環境・技術部長

委員：経営企画部長

部会長：経営企画部長

委員：COO付防災担当部長、本社関係部長、

支社代表（支社長又は副支社長）、

〈監査役も常時出席〉

【目的】
リスクマネジメントシステムの構築・運用・改善
リスク及びリスク対策の評価
リスクマネジメント計画
リスクマネジメントの教育・研修・啓発等

について、幹部社員が議論する場

【経営者の安全に関する認識】

リスクマネジメントの推進体制

取締役、監査役、

執行役員、支社長
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開催日 審議内容

2010年5月20日
・2010年度リスクマネジメント部会活動計画について
・2010年度リスクマネジメント計画について
・評価及び計画策定の進め方について

2010年10月5日

・重点取り組みリスクのリスク動向及びリスク対策の審議
・リスク及びリスク対策評価手法の改善に向けて
・リスクマネジメントシステムハンドブックについて
・グループ会社リスクマネジメントシステムの運用状況報告

2011年3月4日
・2010年度重点取り組みリスクの審議
・2011年度リスクマップの審議
・2011年度リスクマネジメント計画の審議

2011年10月13日
・2011年度重点取り組みリスクの審議
・グループ会社のリスクマネジメント運用状況報告
・リスクマネジメントの見直し

2012年2月28日
・2011年度重点取り組みリスクの審議
・2012～2013年度リスクマネジメント計画の審議

2012年10月17日
・2012～2013年度重点取り組みリスクの審議
・グループ会社のリスクマネジメント運用状況報告
・丌適切事案の再発防止に向けて

２０１０年～２０１２年

【経営者の安全性に関する認識】

リスクマネジメント部会の実施状況
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【経年劣化に関する認識】

百年道路計画の概要

出典：保全ヷサヸビス事業５ヵ年計画（2012－2016経営計画）

高速道路の現状

出典：第4回百年道路委員会（201012.21）

「百年道路」計画

償還までの表層打換え回数

■「計画保全」への取り組みによるＬＣＣ（ﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ）削減効果の試算イメージ
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【経年劣化に関する認識】
長期保全計画検討会・百年道路委員会の概要

検討会の構成

委員長 藤野 陽三（東京大学 工学系研究科 社会基盤学専攻 教授）

外部
委員

小川 光（名古屋大学 大学院 経済学研究科 准教授）
岸 利治（東京大学 生産技術研究所 人間・社会系部門 准教授）
舘石 和雄（名古屋大学 エコトピア科学研究所

環境システム・リサイクル科学研究部門 教授）
西澤 辰男（石川工業高等専門学校 環境都市工学科 教授）
根本 敏則（一橋大学 大学院 商学研究科 教授）
八嶋 厚（岐阜大学 工学部 社会基盤工学科 教授）

★高速道路ネットワークの長期保全計画に関する検討会

★第1回検討会（12/9）

★第2回検討会（4/22）

★第3回検討会（8/5）

20
08

年
度

2
0
0
9年

度

高速道路ストックの現状と課題

高速道路ストックの修繕コストの
最適化

長期保全計画のあり方

検討会の目的

20
10

年
度

数量･事業費
積み上げ

☆第1回委員会（9/15）
長期保全計画検討会報告
百年道路に向けた取組報告

☆第2回委員会（12/18）

☆第3回委員会（3/16）

緊急安全点検・補修の計画
百年道路計画の審議

緊急安全点検・補修進捗報告
百年道路計画方針

☆第4回委員会（12/21）

技術開発・建設事業の取組み
百年道路計画の取りまとめ

☆百年道路委員会（社内委員会）

委員会の構成

委員長 保全・サービス事業本部長

委員会の目的 次の世代に優良な高速道路資産を残すとともに、永
続的に高速道路が利用可能な状態にしておくために
必要な各種施策の検討を進める

高速道路ネットワークの長期保全に向け、道路構造物
の点検・補修による管理と修繕コストの最適化について
検討を進める



（１） 企業風土・文化

② 安全に関するコミュニケーション
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【社内のコミュニケーション】

企業ビジョンキャラバン

企業ビジョンキャラバン

回 期間 主な内容

１ H22.10～H22.11
・企業ビジョンキャラバンの目的
・「世界一の高速道路会社」と「将来あるべき姿」を策定

２ H23.4～H23.6
・東日本大震災を踏まえた「高速道路事業」の重要性
・経営計画２０１１について（ＫＰＩの設定）

３ H23.11～H23.12
・「拡大・成長」の実現に向けて「イノベーション」の加速

（企業文化の醸成）

４ H24.5～H24.7
・経営計画２０１２の施策概要
・高い倫理観に根ざした企業文化の醸成に向けて

５ H24.11～ ・リーダーシップ（組織を企業ビジョンの達成へ牽引する）※

※第５回は、笹子トンネルの事故のため中断（一部の職場でしか実施していない）

【目的】（役員、経営層が支社・事務所で実施≪過去５回/２年 半日程度≫）

企業ビジョンキャラバンは「世界一の高速道路会社」、そしてその先の「将来のあるべき姿」を社員
が参画して幅広く議論し、グループ全体の向かうべき方向（ベクトル）を共有化することを目的に実施
するものであります。
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【社内のコミュニケーション】

イノベーションタイム

イノベーションタイム （2時間/月 各職場で実施）

主なカテゴリ 例

業務改善に
関すること

・総労働時間削減 ・ペーパーレス化
・ＣＳ向上 ・新たな事業となるアイディアの抽出 等

各職場に特化したも
のに関すること

・「よりよい職場づくり」の職場内における年度計画
・職場環境の取り組み（美化、整理整頓、レイアウト変更 等） 等

順守すべき事項
に関すること

・コンプライアンス ・事故防止、安全対策
・健康管理（メンタルヘルス、熱中症対策 等）
・社員の丌祥事に関する討議 等

その他 ・業務に関する学習会 ・職場での大きなイベントの反省会 等

※H24.4～H25.2に実施された約1,200件の主な内容



【目的】

ヷ高速道路新規建設は建設事業本部が担当し、開通後は保全ヷサヸビス事業本部が管理。

ヷ「安全ヷ安心ヷ快適」な高速道路空間を創出するために、建設段階から開通後の安全や維持管理（メン
テナンスフリヸ化、点検ヷ管理の効率、ＣＳヷ景観、ＬＣＣ（管理費削減）など）に配慮した道路づくりを目指
すための連携が必要。

ヷこれらを実現するために、建設段階から建設担当部署と将来管理を担う保全担当部署に加えて、グ
ルヸプ会社も一体となった体制を構築し、綿密に連携を図りながら建設事業を遂行するために組織的に
検討ヷ調整を実施。

【部門間のコミュニケーション】

開通後の維持・管理を見据えた建設・保全の部門間連携（１/２）

建設ヷ保全連携イメヸジ

工事事務所 保全ヷサヸビスセンタヸ

支社 建設事業部 支社 保全ヷサヸビス事業部

グルヸプ会社

全体連携

◇具体的な連携内容

ヷ将来の維持管理を見据えて、建設ヷ保全の

事務所間で現地立会ヷ調整会議を実施

ヷ現地立会等での課題等を踏まえ、保全、建

設の事務所、支社に加え、Ｇ会社を含めた

調整会議を実施し、現地施工に反映

ヷ上記調整会議等において、水平展開できる

項目については他事務所へも導入
※必要に応じて本社も
参画
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【平成２４ヷ２５年度 開通区間の連携事例】

【部門間のコミュニケーション】

開通後の維持・管理を見据えた建設・保全の部門間連携（２/２）

開通区間 開通日（延長） 建設ヷ保全調整会議等
（現地立会含む）

検討項目数

新東名
御殿場ＪＣＴ～三ヶ日ＪＣＴ

Ｈ24.4.14
（Ｌ=161.9㎞）

98回
（Ｈ17～）

288件

紀勢道
紀伊長島～紀勢大内山

Ｈ25.3.24
（Ｌ=10.3㎞）

12回
（Ｈ21～）

62件

圏央道
西久保ＪＣＴ～寒川北

Ｈ25.4.14
（Ｌ=5.1㎞）

9回
（Ｈ19～）

59件

圏央道
海老名～相模原愛川

Ｈ25.3.30
（Ｌ=10.1㎞）

9回
（Ｈ19～）

81件

15

開通の数年前から現地立会を中心に複数回実施。連携の結果、以下の対策を実施。
【主な対策事例】

①安全からのアプロヸチ：ロヸドキル対策のための動物侵入防止型立入防止柵の設置、中央分離帯の固定規制標識の設置 （車線横
断事故防止） など

②効率的な維持管理からのアプロヸチ：橋梁伸縮装置からの塩化物イオン漏水対策、のり面ヷ高架橋下における点検ルヸト確保 など

③維持管理費削減からのアプロヸチ：草刈削減を目指したのり肩ヷのり尻のコンクリヸトシヸルによる防草対策、橋梁上部工の吊足場用
インサヸト設置（塗替時の足場再設置の効率化） など

⇒ 支社単位（東京支社、名古屋支社）で行っている。
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【グループ会社とのコミュニケーション】

グループ会社との連絡会議

ＮＥＸＣＯ 子会社 定例的会議の事例

本社

本社

支店

○グループ戦略会議（経営層：３回／年）～グループ経営方針・経営計画の意志統一確認
○グループ経営検討会（経営層：３回／年）～経営計画課題の共有、達成状況の確認
○技術開発委員会（管理職層：３～４回／年）～グループ全体の技術開発調整、情報共有
○維持管理業務社長連絡会（経営層：１回／月） 他

支社

（名古屋支社の例）
○支社グループ会社会議（経営層：１回／月）～業務実施方針伝達、グループ課題共有、意見交換
○経営計画説明（経営層：1回／年）～年度経営計画の相互確認と共有
○交通混雑期・雪氷期調整会議（管理職層：４回／年）～対策方針の相互確認と共有
○防災訓練
○事業部門ごとの各種連絡調整会議（1回／月～１回／年） 他

保全・サービス
センター 事業所

（名古屋支社管内の例）
○グループ連絡会議（管理職層：1～2回／月）～業務実施方針伝達、グループ課題共有、意見交換
○交通混雑期・雪氷期・集中工事等調整会議（各期：管理職層）対策方針の相互確認と共有
○エリア・スタッフ・ミーティング（管理職・スタッフ：1回／月）～SAPAエリア業務課題共有、意見交換
○防災訓練
○グループ一体活動（全層：～清掃・ＣＳ活動、交通安全啓蒙、イベント等）
※業務実施に関わる連絡、調整打合せは、日々実施



（２） 業務プロセス

ＰＤＣＡの再構築
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【高速道路事業の仕組みと道路構造物の現況等】

高速道路事業の仕組み、協定の仕組み
【基本的な考え方】

民営後45年以内※に、高速道路事業に係る総収入と総費用がバランス（償還主義）

（※特措法23条3項 「料金徴収の満了の日は、ヷヷヷ会社の成立の日から起算して45年を超えてはならない」）

【イメヸジ】

総収入
（料金×交通量×料金徴収期間（45年以内））

総費用
（既存債務＋新規債務（新設改築、修繕費）

＋ 管理費 ＋ 利息（金利）など）

＝

（参考） 会社と機構（資産と債務を保有）との関係
ヷ会社は、「料金×交通量の料金収入（計画）」 から「管理費（計画）」を差引いた額を貸付料として機構へ支払う
ヷ機構は、貸付料をもって債務を返済
ヷ料金には利潤を含めない

料 金

×

交通量

×

料金徴収期間
（45年以内）

既存債務

新規債務
（新設改築、修繕費）

管理費

利息（金利）

など

【総収入】 【総費用】



会社

機構

毎営業年度の「事業計画」に係る手続き協定締結（変更）に伴う手続き
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【高速道路事業の仕組みと道路構造物の現況等】

高速道路事業の仕組み、協定の仕組み、

計画管理貹

１年目

４５年後

計画料金収入 予測交通量＊料金

（営業年度）

n年の計画料金収入

n年の計画管理貹

（金
額
）

貸付料

新設ヷ改築事業の債務

修繕事業の債務

民営化時点の債務

（金
額
）

（営業年度） 45年後

債務残高

（金
額
）

（営業年度） 45年後

■高速道路事業の法的枠組み

① 高速道路の料金徴収期間は会社成立から45年間 【特措法23条】

② 機構は45年以内に高速道路の債務返済を完了させる 【機構法31条】

③ 高速道路の料金は「貸付料」と「管理に要する費用（計画管理費）」を償う 【特措法23条】

④ 機構は新設、改築、修繕又は災害復旧で構築した高速道路資産及びそれに要した「債務」を会
社より引き受ける 【機構法15条】

⑤ 会社と機構は高速道路事業について「協定」を締結する 【会社法6条、機構法13条】

⑥ 協定は、概ね5年ごとの事業実施状況の検討、または大規模な災害の発生その他により必要が
あれば見直しを行う 【会社法6条、機構法13条】
（※H23.3 概ね5年の協定見直し：交通需要、金利、投資計画などの見直し（修繕費は増額））

⑦ 機構は協定の締結後、「業務実施計画」の国土交通大臣の認可を受ける 【機構法14条】

⑧ 会社は協定に基づく事業の国土交通大臣の「許可」を受ける 【特措法3条】

⑨ 会社は毎営業年度の開始前に「事業計画」の国土交通大臣の認可を受ける 【会社法10条】

会社は機構との45年間の協定に基づき高速道路事業を実施

※【特措法】道路整備特別措置法 【機構法】独立行政法人日本高速道路保有ヷ債務返済機構

【会社法】高速道路株式会社法

協定の締結
（機構 ⇔ 会社）

事業許可の申請（会社）
↓

大臣許可（国土交通省）

事業実施計画の認可申請（機構）
↓

大臣認可（国土交通省）

事業計画の申請（会社）
↓

大臣認可（国土交通省）

2006年3月締結

概ね5年ごとの必要に応じ見直し

①45年間

③料金

④債務引受

②債務返済

⑤

⑦

⑥

⑧

⑨

＜協定のイメヸジ＞
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出典：第2回高速道路資産の長期保全及び更新のあり方に関する技術検討委員会（H25.3.5）資料

【高速道路事業の仕組みと道路構造物の現況等】

経過年数３０年以上の路線

東日本高速道路

中日本高速道路

西日本高速道路

平成23年度末現在

：ＮＥＸＣＯ3会社の事業区分

：経過年数30年以上の路線
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【高速道路事業の仕組みと道路構造物の現況等】

道路構造物の経過年数推移

出典：ＮＥＸＣＯ中日本 ＣＳＲ報告書2012

■ＮＥＸＣＯ中日本管内では、経過年数が30年を超える道路が全体の約７割を占めます。

＜ＮＥＸＣＯ中日本管内の道路の経過年数推移＞



0億円

50億円

100億円

150億円

200億円

250億円

49億円 40億円 50億円 40億円 49億円

6億円 9億円 3億円 5億円 5億円

80億円
72億円 76億円 90億円 86億円

20億円
14億円

23億円 18億円 25億円
41億円

38億円
45億円 36億円

41億円 施設設備

その他

舗装

トンネル

橋梁
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【高速道路事業の仕組みと道路構造物の現況等】

道路構造物の修繕に係わる貹用の推移

＜道路構造物の修繕に係わる費用の推移 【2007年度～2011年度】＞

計：196億円
計：173億円

計：197億円 計：189億円

計：206億円

出典：高速道路機構ファクトブック（2007～2011） 『【資料】管理コストの一覧表』から抜粋
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【本社・支社・事務所間の役割分担等】

本社・支社組織図

組織図（全体） ■事業本部制としている。

《支社》

監査役会

監査役

総務本部

総務部

経理部

業務改革推進
部

人事部

法務、文書、広報など

決算、税務、資金など

人事、組織、労務、福利厚生など

広報・渉外部

調達・契約部

環境・技術部

経営計画、協定、グループ会社管理
など

調達、契約審査など

業務改革、情報システム、ＣＳ推進など

環境、技術開発など

建設事業本部 高速道路の新設事業に関する計画・用地・建設など

高速道路の維持管理･料金徴収 など

関連事業本部 休憩施設事業・新規事業・カードサービス事業など

東京支社 ６工事事務所、 ６保全・サービスセンター

名古屋支社 ７工事事務所、１０保全・サービスセンター

八王子支社 ４保全・サービスセンター

金沢支社 ４保全・サービスセンター

広報、情報公開 など

新領域への事業創
出

海外事業部 海外事業など

企画本部

事業創造部

保全・サービス事業本部

株主総会

取締役会

社長ＣＥＯ

経営企画部

H24.11末時点

会長

関連事業部

総務企画部

建設事業部

環境・技術部

道路管制センター

保全・サービス事業部

用地Ｔ

企画統括Ｔ

建設Ｔ

企画調整Ｔ

総務Ｔ

経理Ｔ

契約Ｔ

広報・ＣＳＴ

品質検査Ｔ

環境・技術Ｔ

交通技術Ｔ

道路・不動産管理Ｔ

交通管制Ｔ

関連事業Ｔ

料金Ｔ

顧客リレーションＴ

施設Ｔ

保全Ｔ

副支社長

支社長
技術管理Ｔ

計画設計Ｔ

補償審査Ｔ

施設建設Ｔ

企画統括Ｔ

監査部

本社》《



24

組織図（事務所）

所長

副所長

《工事事務所》

総務課

工務課

用地課

調査課

○○工事区

技術課

舗装工事班

施設工事班

△△工事区

□□工事区

（H24.11末現在なし）

（H24.11末現在:東京(工),沼津（工）,岐阜（工）のみ）

《保全・サービスセンター》

※関連事業担当はSA大規模改築がある場合

【本社・支社・事務所間の役割分担等】

事務所の組織図

副所長

総務企画（総務）
担当

保全（計画）担当

施設担当
※（関連事業）

副所長

副所長

所長

総務企画（企画）
担当

総務企画（料金）
担当

保全（工事）担当

保全（管理）担当
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【本社・支社・事務所間の役割分担等】

組織規程（本社、支社、保全・サービスセンター）

本社 支社 保全・サービスセンター

第１３条第２項 保全・サービス事業本部にお
いては、次に掲げる事務をつかさどる。

十一 道路等の維持、修繕、改良、防災及び
災害復旧に関すること。（後略）

十三 道路等の維持、修繕、改良及びその
他の管理に関する事業計画及び事業
費の策定に関すること。（後略）

第３５条 支社の保全・サービス事業部におい
ては、次に掲げる事務をつかさどる。

十 道路等の維持、修繕、改良、防災及び災
害復旧に関すること。（後略）

第３８条 支社の業務の一部を処理するため、
必要な地に調査事務所、工事事務所及び保
全・サービスセンター（次項及び次条において
「事務所等」という。）を置く。

第１３条第３項 保全・サービス事業本部にお
いては、前項に規定する事務のほか、施設に
関する次に掲げる事務をつかさどる。（後略）

一 保全の事業計画の立案及び調整に関す
ること。

二 保全の年度計画の立案に関すること。
三 保守の基準に関すること。
四 保全の実施及び防災に関すること。
五 建築物である有料自動車駐車場及び営

業施設等の計画の策定に必要な技術的
事項に関すること。

第３５条第２項 支社の保全・サービス事業部
においては、前項に規定する事務のほか、道
路等に関する次に掲げる事務をつかさどる。
（後略）

一 施設の維持、修繕、改良、防災及び災害
復旧に関すること。

道路構造物の保全に関する事務の部分のみ抜粋



【機械等仕様書集-通信】
【CD】ハイウェイ情報ターミナル設備標準仕様書他 全2編（H22.7版）
衛星通信設備標準仕様書  施仕第05218号
【CD】路側無線装置仕様書他　全17編（H23.7版）
機械電気機材仕様書集（通信）　路側無線装置（料金所用2G）仕様書他　全31編(H24.7)【CD-ROM版】

機械電気機材仕様書集（通信）　路側無線装置仕様書（ｽﾏｰﾄIC2G）他　全19編(H24.7)【CD-ROM版】

【CD】デジタル移動無線電話システム標準仕様書他　全2編 （H23.7版）

【CD】情報交換中央局設備アクセスサーバ仕様書他 全5編（H22.7版）
【機械等仕様書集-建築】

機械電気機材仕様書集（建築） トイレ床標準仕様書他　全4編(H24.7)【CD-ROM版】

【機械等仕様書集-機械】
機械電気機材仕様書集（機械）　トンネル非常用設備標準仕様書　全6編(H24.7)【CD-ＲＯＭ版】

機械電気機材仕様書集（機械）　トンネル換気設備標準仕様書　全3編(H24.7)【CD-ＲＯＭ版】

重量計等取締機器標準仕様書  施仕第05304号
維持補修用機械・交通管理用機械標準仕様書集(H24.7) 【CD-ROM版】

【機械等仕様書集-材料】
【CD】漏洩同軸ケーブル等仕様書他 全12編（H23.7版）

【設計図集】
用排水構造物標準設計図集（H24.7）
【CD】ボックスカルバート標準設計図集
トンネル標準設計図集（H24.7）
防護柵標準図集（H23.7版）
交通安全施設及び交通管理施設標準図集（H23.7版）
標識標準図集（H23.7版）
遮音壁標準設計図集（H21.7版）
造園施設標準図集（H24.7）
建築工事標準図集 (H24.7) 【CD-ROM版】
機械電気通信設備標準図集 (H24.7) 【CD-ROM版】

【保全関係要領】
道路保全要領全4編（H18.4版）
保全点検要領（構造物編）（H24.4版）
保全点検要領（植栽編）（H18.4版）

【マニュアル】
切土補強土工法設計・施工要領
ＦＣＢ工法設計・施工要領
土質地質調査要領（H24.7）
グラウンドアンカー設計・施工要領
矢板工法トンネルの背面空洞注入工設計・施工要領

【技術資料】
中流動覆工コンクリート技術のまとめ
欧州床版防水システム調査報告書

【工事記録要領】
工事記録写真等撮影要領（工事編）（H24.7版）
工事記録写真等撮影要領（施設編）（H17.10版）
工事記録作成要領（共通編）
工事記録作成要領（土工編他 全5編）
工事記録作成要領（幾何構造編他 全8編）
施設工事完成図書の電子納品要領（案）他 全4編

【積算基準・数量算出要領】
調査等積算基準(H24年度版）
土木工事積算基準(H24年度版）
施設工事調査等積算基準(H24年度版）
施設工事積算基準（電気通信工事編）(H24年度版）
施設工事積算基準（機械工事編）(H24年度版）
施設工事積算基準（建築工事編）(H24年度版）
土木設計数量算出要領(H24年度版）

基準類
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【本社・支社・事務所間の役割分担等】

要領体系、種類

【設計要領】
設計要領第一集　土工編（H24.7）
設計要領第一集　舗装編（H24.7）
設計要領第一集　排水編（H24.7）
設計要領第一集　造園編（H24.7）
設計要領第二集　橋梁建設編（H24.7）
設計要領第二集　橋梁建設編 (H24.7) 【CD-ROM版】
設計要領第二集　橋梁保全編（H24.7）
設計要領　第二集　擁壁編（H24.7）・カルバート編（H23.7）
設計要領　第三集 トンネル編（H24.7）
設計要領第四集　幾何構造編本線構造（H19.8版） ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ（H22.7版）

設計要領第五集　交通安全施設編防護柵設置要領（H23.7版）
設計要領第五集　立入（H23.7版）・落下（H23.7版）・眩光（H17.10版）・中央分離（H23.7版）設置要領

設計要領第五集　標識（H22.7版） 距離標（H17.10版）設置要領
設計要領第五集　道路標示および区画線設置要領（H21.7版）
設計要領第五集　交通管理施設編　視線誘導標設置要領（Ｈ18.4版）
設計要領第五集　交通管理施設編　可変式道路情報・速度板設置要領

設計要領第五集　交通管理施設編 遮音壁設計要領（H23.7版）
設計要領第六集　建築施設編（H24.7）
設計要領第七集　電気施設編（H247）
設計要領第七集　機械施設編（H24.7）
設計要領第八集　通信施設編（H24.7）

【施工管理要領】
土工施工管理要領（H24.7）
舗装施工管理要領(H24.7)
コンクリート施工管理要領(H24.7)
構造物施工管理要領(H24.7)
トンネル施工管理要領（H24.7）
植生のり面施工管理要領（H21.7版）
レーンマーク施工管理要領(H24.7)
管路工事施工管理要領
遮音壁施工管理要領(H24.7)
防護柵施工管理要領
造園施工管理要領(H24.7)

【ＮＥＸＣＯ試験方法】
NEXCO試験方法　第１編　土質関係試験方法(H24.7)
NEXCO試験方法　第２編　ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装関係試験方法(H24.7)
NEXCO試験方法　第３編　ｺﾝｸﾘｰﾄ関係試験方法（H22.7版）
NEXCO試験方法　第４編　構造関係試験方法(H24.7)
NEXCO試験方法　第５編　基礎工関係試験方法
NEXCO試験方法　第６編　緑化関係試験方法
NEXCO試験方法　第７編　トンネル関係試験方法（H24.7）
NEXCO試験方法　第８編　交通関係試験方法（H22.7版）
NEXCO試験方法　第９編  環境関係試験方法（H21.7版）

【機械等仕様書集-電気】
機械電気機材仕様書集(電気) 照明設備標準仕様書他　全9編 (H24.7)【CD-ＲＯＭ版】

【CD】受配電設備標準仕様書他 全2編 （H23.7版）
【CD】自家発電設備標準仕様書他 全10編（H23.7版）
機械電気機材仕様書集（電気）　可変式道路情報板設備標準仕様書他　全21編(H24.7)【CD-ROM版】

【機械等仕様書集-通信】
【CD】伝送設備標準仕様書他 全6編（H22.7版）
機械電気機材仕様書集（通信）　非常電話設備標準仕様書他　全5編(H24.7)【CD-ROM版】

ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ遠方監視制御装置標準仕様書他 全2編
ﾄﾝﾈﾙ内AMﾗｼﾞｵ再放送設備標準仕様書他 全3編
CCTV設備標準仕様書  施仕第05219号
路車間情報設備標準仕様書他 全3編

基準類

技術関係販売書籍一覧〈㈱ 高速道路総合技術研究所〉



料金収受業務

お客様に快適にご利用いただくために、正確かつ
迅速に通行料金を収受・管理、お客様の問い合わ
せ対応、道路案内を行う業務

交通管理業務

道路の異常を早期に発見し、安全で快適な走行環
境を確保して、お客様に安心してご利用いただく
ために、２４時間３６５日体制で、交通管理巡回、
交通管制、法令違反車両の取締等を行う業務

保全点検業務

道路の異常を早期に発見し、安全で快適な走行環境を
確保して、お客様や第三者に対する被害を未然に防止
するため、路面やのり面、橋梁等の構造物、電力設備
などを日常的又は定期的に点検を行う業務（施設維持
修繕作業を含む）

維持修繕業務

道路を常時良好な状態に保ち、安全で快適な走行環境
を確保して、お客様に安心してご利用いただくために、
道路の清掃や草刈り、交通事故・災害が発生した時の
復旧工事、冬期の除雪作業などを行う業務

維持管理４業務
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【グループ内の役割分担等】

子会社の概要
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【グループ内の役割分担等】

子会社の概要

■道路公団民営化時点
「ファミリー企業の再編は、①直営化、②グループ(子会社)化、③市場競争に分けて行うこととし、具
体的な企業との調整は東・中・西の３会社が新経営陣の方針に基づいてそれぞれ行うこととする。
例えば、会社が出資して子会社を設立するやり方、既存の入札参加企業の資産の一部買収・再編等
が考えられる。」(出典：道路関係四公団民営化に向けての大臣訓辞(2005年9月29日))

■道路公団民営化以降
「グループ化は、維持管理業務のうち、グループとしての経験・ノウハウ・技術の保有・蓄積が必要な
業務、および、効率性、経済性の観点から、コストセンターとして、本体と一体的に実施すべき業務。
お客さまに、安全、安心、信頼される道路サービスを提供するために不可欠な業務は、本来業務とし
て実施に関するノウハウを蓄積し、活用することにより更なるコスト管理の徹底・CS向上のため、グ
ループ経営を導入する」(出典：第3回高速道路会社・機構・国土交通省連絡協議会(2006年3月17日)
資料より一部抜粋)
弊社では、2006年度に維持管理４業務のグループ経営導入を決定し、2007年度までに順次既存
会社を再編するなどしグループ子会社化を完了させた。

子会社の設立経緯



サービスエリア事業

 中日本エクシス㈱
 ㈱エイチ・アール横浜
 ㈱グランセルセイワサービス
 中日本ハイウェイ・アドバンス㈱

人材・サービス事業

 ＮＥＸＣＯ中日本サービス㈱

製品販売・開発・マーケティング

 中日本高速技術マーケティング㈱

料金収受業務

 中日本エクストール横浜㈱
 中日本エクストール名古屋㈱

交通管理業務

 中日本ハイウェイ・パトロール東京㈱
 中日本ハイウェイ・パトロール名古屋㈱

保全点検業務

◆ 中日本ハイウェイ・エンジニアリング東京㈱
◆ 中日本ハイウェイ・エンジニアリング名古屋㈱

維持修繕業務

◆ 中日本ハイウェイ・メンテナンス東名㈱
◆ 中日本ハイウェイ・メンテナンス中央㈱
◆ 中日本ハイウェイ・メンテナンス名古屋㈱
◆ 中日本ハイウェイ・メンテナンス北陸㈱
◆ 中日本ロード・メンテナンス東海㈱
◆ 中日本ロード・メンテナンス静岡㈱
◆ 中日本ロード・メンテナンス東京㈱
◆中日本高速オートサービス㈱

維持管理４業務

不動産事業、ｲﾝﾌﾗ事業等への出資等

 （同）ＮＥＸＣＯ中日本インベストメント
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【関連事業本部】

【保全・サービス事業本部】

【事業創造部】

【人事部】

凡例：【経営管理部署名】

子会社の経営管理部署

【経営企画部】

【グループ内の役割分担等】

子会社の概要
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■中日本高速道路株式会社職務権限・責任規程（平成17年10月１日規程第３号、平成25年
２月７日規程第３号（改正））に定めるグループの経営に関する下記事項については、グルー
プ会社より中日本高速道路株式会社に対して「事前承認の申請」することとしております。

○子会社又は関連会社の経営に関する基本的事項の決定等

(①株主総会に関する事項、②経営に関する事項、③役員に関する事項、④株式・社債に関する事項、
⑤資産に関する事項、⑥対外業務に関する事項)

【グループ内の役割分担等】

子会社の概要

グループ会社の業務の適正と効率性を確保し、グループ全体の発展とガバナンス体制の
確立を図るべくグループ会社の経営管理を下記のとおり運用しております。

子会社の経営管理
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調達の基本方針

子会社との契約に関する規則

業務実施に関する
基本協定

維持管理４業務

NEXCO中日本 基本協定 子会社

【目的】（保全点検業務の例）

蓄積された専門的知識を活用して、高速道路を常に正常な状態に
管理する道路点検及び施設設備保守等を実施することにより、効率的
な業務の実施及びお客様の安全・安心・快適な利用に資する

子会社に継続的に業務を行わせようとする場合
に基本協定を締結する

有効期間 ５年間 (保全点検業務の場合)

【グループ内の役割分担等】

子会社との協定

契約規則
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※関連事業担当はSA大規模改築がある場合

（

【グループ内の役割分担等】

保全・サービスセンターの執行体制

総務担当

保全計画担当

施設担当
※（関連事業担当）

副所長

副所長

所長

企画担当

料金担当

工事担当

管理担当

【メンテ会社・事業所】

保全・サービスセンターの維持修繕業務
を担当

◇課長１名・担当者１名（ネクスコから出向）

【エンジ会社・事業所】

保全・サービスセンターの保全点検業務
を担当

【エクストール会社・営業所】

保全・サービスセンターの料金収受業務
を担当

【パトロール会社・基地】

保全・サービスセンターの交通管理業務
を担当

総務企画担当

保全担当

施設担当



【グループ内の役割分担等】

子会社契約での権限について

項目 発注者 受注者 備考

契約上 契約責任者 監督員 管理技術者 契約責任者

役職 支社長
保全チームリー
ダー
保全ＳＣ 所長

事務所 土木総
括役＊1）

ハイウェイエンジ
社長

当初契約
○ ○

変更協議
＊２）

○ ○

契約変更
＊３）

○ ○

＊１）会社によって役職は変わる。
＊２）業務内容の変更協議は業務内容変更協議書により行う。
＊３）契約変更は以下の場合に行う。

(1) 業務内容の変更により著しく契約金額に変更が生じる場合
(2) 業務完了に伴い清算を行う場合
(3) 履行期間の変更を行う場合
(4) 業務履行上必要があると認める場合

●保全点検等業務
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【グループ内の役割分担等】

監督員の権限

発注者（契約責任者）は以下の権限を監督者に委任している。

１．業務の適正かつ円滑な実施のための受注者又は受注者の管理技術者に対
する業務に関する確認
・履行状況の確認等

２．受注者の確認の申出又は質問に対する承諾又は回答

３．履行に関する受注者又は受注者の管理技術者との協議
・業務内容の変更の協議等

４．業務の進捗の確認、仕様書等の記載内容と履行内容との照合その他契約の
履行状況の調査

（保全点検等業務契約書 監督員第8条2、保全点検等業務仕様書1-6-1監督員の権限より抜粋）
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【グループ内の役割分担等】

子会社契約の業務に関する検査について

保全点検等の業務の検査について

施行担当者：当該支社で業務の施行を担当する部の長とする。
（保全点検等業務に関する監督及び検査要領（第２章第２条の２の二））

検査担当者：施行担当者又は契約責任者が指名した部の長とする。
（保全点検等業務に関する監督及び検査要領（第３章第１１条の２の二））

検査の内容：完了検査はグループ会社立会いのもとにグループ会社から業務の
完了報告を受けて業務の完了を確認するものとする。また保全管理
業務の監督状況、ほか必要な事項 。

（保全点検等業務に関する監督及び検査要領（第３章第１７条の１および２）より抜粋）

参考： 契約責任者：支社長
検査担当者：支社保全部長又は契約責任者が指名した部の長
施行担当者：施行を担当する部の長



■ 日本道路公団法人文書管理規程

第１類 30年 事業運営上の重要な事項に係る意思
決定を行うための決裁書類等

第２類 10年 所掌事務遂行上の重要な事項に係る
意思決定を行う為の決裁書類

第３類 5年 調査、試験及び研究の結果が記録
されたもの

第４類 3年 所掌事務上の定型的な事務に係る
意思決定を行うためのもの 他

第５類 1年

36

【グループ内の役割分担等】
文書保存のルール

点検・補修（結果）報告書の保存期間

■｢調査、試験及び研究の結果が記録されたもの｣として5年保存
（日本道路公団法人文書管理規程）
■｢5年保存することが適当であると認められる文書｣（中日本高速道路 文書管理規則）
⇒日本道路公団時代の取り扱いを踏襲

■ 中日本高速道路㈱文書管理規則

永年 定款、株主総会議事録、他

10年 重要な会議議事録 他

7年 決算に関して作成した文書 他

3年 定型的な事務に係る意思決定に
関する文書 他

1年 事務連絡その他軽易な定型的な事務
に係る意思決定に関する文書
（起案文書も含む

（保存期間の延長）
第32条 前条の規定にかかわらず、主務チーム等の
長は、職務の遂行上必要があると認める場合は、保存
期間が満了した文書ファイルについて、一定の期間を
定めて保存期間の延長をすることができる。（以下略）

5年 報告、届出又は上申に関する文書で
特に重要なもの 他

所掌事務上の軽易な事務に係る意思
決定を行うための文書 他

第６類 1年未満で事務処理上必要な期間
臨時発生し、短期的に廃棄するもの
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【グループ内の役割分担等】

緊急点検等の実施状況

（例）・標識等柱の緊急点検
・コンクリート片等の落下事象発生に伴う緊急点検

平均点検期間
35日/回

年度 緊急点検等回数

H18 1

H19 8

H20 5

H21 2

H22 2

H23 4

H24 5

合計 27

平均 4回／年

緊急点検等一覧表（H17.10～H25.2 88ヵ月）


